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• 国会解散を求めた野党フィデス・KDNP 及び国民提起による二つの決議案は否決された。 

• ペーチ市長選に、シリ国会議長が出馬を表明した。 

• ゲンツ外相が欧州議会選挙出馬を表明し（社会党候補者リスト首位）、５月の外相辞任を発表した。 

• バセスク・ルーマニア大統領の訪問を皮切りに、周辺諸国外相らが相次いでハンガリーを訪問、少数

民族問題やＥＵ拡大問題などにつき協議を行った。 

• 対立が昂じていたスロバキアとは、引き続き各種交渉の場が設けられ、スロバキア新外相も就任

早々にハンガリーを訪問するなど、関係回復への努力が積み重ねられている。 

• バイナイ国家開発・経済大臣は、９日、総額１４００億フォリント規模の中小企業向け融資は５つの銀

行（K&H銀行、ＭＫＢ銀行、ライファイゼン銀行、ユニクレジット銀行、タカレック銀行）を通じて申請可

能である旨述べた。 

• ジュルチャーニ首相は、１６日、議会に対して新たな税制パッケージ及び社会経済対策を提出した。

内容は、税制改正（法人税や付加価値税（ＶＡＴ）の引き上げ、社会保険料の企業負担軽減、個人所

得税率の引き上げ及び軽減税率適用範囲の拡大）、社会・経済制度改革（年金支給開始年齢の引き

上げ、中小企業融資向け資金、学校・病院等社会インフラ整備）など。 

• ハンガリー中央銀行は、２３日に声明を発表し、フォリントの為替レートへの破壊的な動きを避けるた

め、必要に応じた行動を取る用意がある旨述べた。ハンガリー・チェコ・ポーランド・ルーマニアの中央

銀行が、２３日午後２時３０分に一斉に声明を発表し、記者会見を実施。 

• エコシュタットは、２００９年の新たな失業者数は１０万５０００人にも上り、その６０％は受注減によるも

のとの予測を述べた。また、同機関では、失業者がもっと多く出る業種は建設業、自動車産業、小売

業のような労働集約型産業である旨指摘。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（09 年 1 月） 3.5%   (食品：4.6% エネルギー：18.5%) 
インフレ率 (y/y) 

（2008 年平均） 6.1%   (食品：10.2% エネルギー：12.7%) 

（08 年 12 月） 4.6%   (民間：7.4% 公的：-2.1%) 
○賃金上昇率 (y/y) 

（2008 年平均） 7.5%   (民間：8.4% 公的：6.2%) 

（08 年 12 月） -23.3% 
○鉱工業生産 (y/y) 

（2008 月平均） 1.1%    

○失業率(15-74 歳) (y/y) 
（08 年 11 月～09 年

１月平均） 
8.4%    

○政策金利 （09 年 2 月） 9.5%  （現状維持） 

○10 年国債利回り 10.65%   (上昇) 

・1 ユーロ   =297.99 フォリント 

・1 ドル     =233.34 フォリント ○為替相場 
（月中平均） 

・1 フォリント =0.40 円 
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《今月のトピックス》 
 

 

� Ⅰ．内 政  

1．政府による税制等改革案 

2．国会解散決議案の否決 

3．ペーチにおける市長選及び国会議員補欠選挙 

4．欧州議会選挙候補者リスト 

5．ロマ人関連犯罪をめぐる動き 

 

� Ⅱ．外 交  

1．ハンガリー・スロバキア関係の動き 

2．バセスク・ルーマニア大統領のハンガリー訪問 

3．セルビア外相、アルバニア外相のハンガリー訪問 

4．バシャ・アルバニア外相のハンガリー訪問 

5．シュピンデルエッガー・墺外相のハンガリー訪問 

 

� Ⅲ．経 済  

1．欧州投資銀行からの融資可能性 

2．銀行による一方的な条件変更に対する厳しい姿勢 

3．ハンガリー政府による雇用維持策 

4．ハンガリー政府による住宅ローン債務者救済策 

5．エコシュタットによる２００９年経済予測 

6．エレクトロラックス社及びタイコ社による従業員一部解雇 

7．鉱工業生産の伸び率（１２月：－２３．３％＜y/y＞） 

8．金融・経済危機によるハンガリーの失業者数 

9．ハンガリー政府による闇経済対策の効果 

10. １２月の貿易収支（速報値：７,６１０万ユーロの赤字） 

11. ＧＫＩ（政府寄りシンクタンク）による２００９年経済成長予測 

12. １月の財政黒字 

13. ２００９年の低所得世帯向け暖房補助金額の目標値 

14. 中小企業向け補助金の交付 

15. 農業ファイナンス 

16. インフィニオン社による生産規模拡大計画 

Embassy of Japan
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17. デルファイ社による従業員一部解雇 

18. マレブ・ハンガリー航空の新幹部決定 

19. 民間部門への政府介入の可能性 

20．欧州委による銀行支援パッケージの承認 

21．第３四半期ＧＤＰ成長率は前年同期比－２．１％（速報値） 

 22．消費者物価指数〈０９年１月：３．１％〉 

23．フレクトロニクス社による従業員一部解雇 

24．ザーホニー鉄道インフラ開発プロジェクトの準備開始 

25．税制パッケージ及び社会経済対策の国会提出 

26．政府による歳出削減目標 

27．ハンガリーはＩＭＦ等の支援要件を着実に実施：調査団コメント 

28．２００８年の純資金需要額は対ＧＤＰ比３.１％ 

29．２００８年の鉱工業生産（－１．１％:y/y） 

30．１月は自動車売上げが激減 

31．ハンガリーのユーロ導入は２０１２年から２０１４年の間？ 

32．中欧諸国の銀行を支援するパッケージの共同提案 

33．異例な手段での為替介入？ 

34．中小企業対策のとりまとめ 

35．ハンガリー・クロアチア間ガスパイプライン及びハンガリー・   

スロバキア間送電網計画 

36．新ＥＵ農業直接補助金制度導入の延期 

37．名目賃金上昇率〈０８年：７．５％（y/y）〉 

38．産業界からの減税要望 

39．為替レートへの破壊的な動きに対する中央銀行の姿勢 

40．中銀、政策金利を据え置き〈９．５％〉 

41．改革同盟からの経済改革提案 

42．中銀による経済成長予測〈１０年：－０．５％(y/y)〉 

43．バローゾ欧州委員長によるハンガリーの経済政策の評価 

44．４月以降のガス価格引き下げの可能性 

45．２００９年の失業者予測 

46．中銀による税制改正案の評価 

47．中銀による国内投資予測：〈０９年：－７．０％（y/y）〉 

48．中銀による物価上昇率予測：〈０９年：３．７％（y/y）〉 

49．ジャビリ・サーキット社による従業員一部解雇 

50．雇用支援策の効果 
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51．ジュルチャーニ首相による中東欧諸国支援パッケージの提案 

52．失業率＜８．４％：０８年１１月－０９年１月＞ 

 

� Ⅳ．その他  

 ・選挙・支持政党に関する世論調査 

 ・２月の出来事 

             

          

※本資料は当該月間の

ハンガリー紙等の報道

をベースにとりまとめた

ものです。 
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ⅠⅠⅠⅠ．．．．内内内内        政政政政     

 

１．政府による税制等改革案（１６日） 

 
 １７日、ジュルチャーニ首相は、国会において税制や社会保障制度等につき

改革案を発表した。同改革案は、税制再編を骨子とし、各種給付金の見直しや

年金支給開始年齢の引き上げ等の社会保障制度改革、経済促進のための提案の

他、国会議員定数の削減、地方行政の合理化等の政治行政改革に及んでいる。

ジュルチャーニ首相は、同改革案実現に必要となる関連法案の５月中の国会可

決を目指すと述べた（詳細は１９頁参照）。 

 

２．国会解散決議案の否決（２３日） 

 
 ２３日、国会において野党フィデス及びキリスト教民主国民党（ＫＤＮＰ）

による国会解散決議案（注１）及び民間団体ハンガリー市民民主主義基金によ

る国会解散決議案（注２）の両案が採決に付され、社会党及び自由民主連盟（Ｓ

ＺＤＳＺ）の反対により否決された。 
 
（注１）１月２７日、ナヴラチチ・フィデス議員団長及びシェムイェーンＫＤＮＰ党首により国

会に提出されたが、２９日の臨時国会においては「緊急性」が認められず議題に取り上げられな

かったため、今般採決に付されたもの。 

（注２）国民提起の決議案としてハンガリー市民民主主義基金が２月１１日に提出したもの。国

民提起の決議案を提出するには、憲法により最低５万人の署名が必要とされる。 

 

３．ペーチにおける市長選及び国会議員補欠選挙（１２日－） 

 
 １月末のタシュナーディ・ペーチ市長の逝去に伴い、１７日、市長選が５月

１０日に実施されることが、決定された。その後２４日には、シリ国会議長（社

会党）及びパーヴァ元市長（フィデス）が立候補を表明した。その他ユハース・

ペーチ市議会議員（無所属、元社会党）も立候補している。シリ議長は、２５

日付ネープサバッチャーグ紙のインタビューにおいて、ペーチ市長に当選した

場合には国会議長を辞任する意向を明らかにした。 

 また、１２日、故タシュナーディ市長の前職で、２年半前の交通事故により

意識不明となっているトッレル国会議員（社会党）が議員職を失うことがシゲ

トヴァール裁判所にて確定された。これにより、４ヶ月以内にバラニャ県第３
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区（ペーチ）にて補欠選挙が実施されることとなった。 

 

４．欧州議会選挙候補者リスト（２５日－） 

 
（１）社会党（２８日） 

 ２８日、社会党は欧州議会選挙候補者リストを発表し、現職外務大臣のゲン

ツ・キンガ氏を筆頭として、８名の現職欧州議会議員を含めた計２２名が擁立

された。立候補に伴い、ゲンツ外相は５月１日付けで外相を辞任する旨表明し

た。ジュルチャーニ首相は、４月２０日に後任外相を指名する予定。 

（２）ハンガリー民主フォーラム（MDF）（２５日－） 

 ２５日、ダーヴィドMDF党首は、MDF執行部がボクロシュ・ラヨシュ元財

務相（ホルン政権、１９９５－９６年、社会党）に欧州議会選挙に首位候補者

として立候補するよう要請した旨発表した。３月７日、ボクロシュ氏は要請を

受け入れ、、MDF は首位にボクロシュ氏、ハプスブルグ・ハンガリー赤十字総

裁を２位とするリストを発表した。 

 

５．ロマ人関連犯罪をめぐる動き（７日－） 

 
（１）ハンドボール選手殺傷事件 

 ７日夜、ヴェスプレーム市のレストラン兼遊興施設において、ルーマニア人

ハンドボール選手が刺殺され、そのチームメイトであるセルビア人選手及びク

ロアチア人選手も重傷を負う事件が発生した。容疑者として逮捕された３人の

ロマ人は、店員とトラブルを起こしていたところ、仲裁に入った選手らと口論

の末揉み合いになり、攻撃を加えたとされている。 

（２）ロマ人父子放火殺人事件 

 ２３日未明、タタールセントジュルジ（ブダペスト近郊）において何者かが

ロマ人の住宅に放火、住民である父親と男児が射殺される事件が起こった。母

親と２人の子どもは重傷を負った。警察は当初、放火ではなく単なる火災であ

り、親子の死亡原因も煙を吸い込んだものとして対応していたが、同日午後に

なって放火・殺人事件として捜査を開始した。 

（３）政界及び社会の反応 

（イ）２４日、ショーヨム大統領はドラシュコヴィチ司法・法執行相及びベン

ツェ国家警察長官に対して上記（２）の事件についての状況説明を求め、事件

の真相究明を促した。また、２５日、政府は、これらの事件を受け警察予算に

１４０億フォリントの追加配分と警察官１８００人の増員を決定、警察官の家
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族や財産を法的に保護するため刑法改正を検討する等の治安対策に取りかかっ

た。 

（ロ）上記（１）の事件に関し、９日付マジャル・ヒールラップ紙がヴェスプ

レームの殺傷事件を起こしたロマ人は動物的な殺人者であって、その他の多く

のロマ人も人間性を放棄した野生動物となっている旨の記事を掲載したことに

対し、ジュルチャーニ首相は１０日、同紙の購読と同紙への広告掲載を差し控

えるよう国営企業及び国の関連機関に要請した。これに対して同紙は、ボイコ

ット要請は、報道と言論の自由を侵害する憲法違反の行為であると批判、１３

日には２０００人以上が参加して抗議デモが行われた。 

 

 

ⅡⅡⅡⅡ．．．．外外外外    交交交交     

    

１．ハンガリー・スロバキア関係の動き（２－２５日） 

 
（１）国会人権・少数民族問題委員会合同協議の中止（２日） 

 ２日にブダペストで予定されていた両国国会人権・少数民族問題委員会の合

同協議は、スロバキア側委員会の参加拒否により延期された。スロバキア側の

ナジ委員長は、協議参加を直前に中止した理由につき、ハンガリー側が故意に

非友好的な動きを見せたためと述べた。一方、ハンガリー側のバログ委員長（フ

ィデス）は、協議の場で１１月のサッカー試合中にスロバキア警察が平和的に

観戦していたハンガリー観客に対して攻撃を加えた映像を示すべく準備してい

た旨述べた。 

（２）ライチャーク・新スロバキア外相の訪問（１７日） 

 １７日、ライチャーク・スロバキア外相がハンガリーを訪問し、ゲンツ外相

と会談したほか、ショーヨム大統領及びジュルチャーニ首相を表敬した。スロ

バキア外相の公式訪問は、チェコに次いでハンガリーが２国目となった。 

 両外相は、少数民族問題を含めた２国間の諸問題は両国基本条約（注）に則り

解決されるべきであるとの見解で一致したほか、「カルパチア盆地ハンガリー人

議員フォーラム」に関し、ゲンツ外相より、その設立文書にスロバキアにとり

不快な内容が含まれるのであれば、文書を検証し、加筆修正することも考慮す

る旨述べた。また、スロバキアのハンガリー系少数民族向け教科書に関し、ラ

イチャーク外相は、ミコライ・スロバキア教育相が教科書の地名のハンガリー

語表記を認めた国会法案（３日スロバキア国会で再可決）を軽視する発言をし

たこと触れ、同教育相は法を尊重すべき旨述べた。 

 さらに、昨年１１月のサッカー試合におけるハンガリー人観客とスロバキア
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警察の衝突に関し、ゲンツ外相は、スロバキア側から十分な証拠材料が提出さ

れなかったため、欧州評議会の見解を求めていると述べた。これに対し、ライ

チャーク外相は、事件はその原因についても検証されるべきであり、観客は他

国民を傷つけるようなシンボルを試合に持ち込むべきでないとした。 

（３）国会外交委員会合同協議の開催（２５日） 

 ２５日、ヴィシェグラードで両国国会外交委員会合同協議が実施され、経済

危機を引き金にそれぞれの国の少数民族が不利な状況に置かれないこと、両国

政府は国内の少数民族支援を継続することなどにつき合意された。「カルパチア

盆地ハンガリー議員フォーラム」に関しては、スロバキア側よりその存在自体

に反対するものではないがハンガリー国会の一組織としての位置づけには反対

である旨述べられた。 
 
（注）１９９５年、国境の相互承認と少数民族問題への取り組みなどについて定められ

た基本条約。少数民族問題が内政問題に留まらないことが明記されている。 

 

２．バセスク・ルーマニア大統領のハンガリー訪問（２－３日） 

 
（１）訪問概要 

 ２日、バセスク・ルーマニア大統領が当地を公式訪問し、ショーヨム大統領、

ジュルチャーニ首相、オルバーン・フィデス党首らと会談したほか、英雄広場

にて無名戦士の碑に献花した。また３日、バセスク大統領はハンガリー南東部

のジュラ市を訪問し、同市のルーマニア教育文化センターを視察した。 

（２）ショーヨム大統領との会談（２日） 

 会談では少数民族問題が中心議題とされた。バセスク大統領は、これまで連

立政権を構成していたルーマニア・ハンガリー人民主同盟が、現政権で連立入

りする見通しはないとしたうえ、ルーマニアの少数民族政策はＥＵ基準に則っ

ており、その権利が侵害されることはない旨述べた。また、同大統領は、ルー

マニアは一体的な国民国家であり、今後もセーケイ人（注）地区が領域的な自治

区となることはないとの見方を示した。これに対し、ショーヨム大統領は、ハ

ンガリーはハンガリー系住民の領域的自治を可能なオプションとみなしており、

自治へむけた努力を支援していくとの立場を示した。 

 両大統領は、エネルギー協力に関して、ナブッコ・ガスパイプライン計画及

び２国間エネルギー網連結の重要性につき確認したほか、ショーヨム大統領は

環境問題に言及し、ルーマニア政府がシアン化ナトリウムを用いた金採掘を許

可しないこと、ヴェレシュパタクの鉱山の採掘再開を許可しないことをルーマ

ニア側に要請した。 
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（注）：トランシルバニア地方のハルギタ県、コヴァスナ県を中心に居住するハンガリ

ー系住民で、ルーマニアのハンガリー系少数民族の約半数を占める。 

 

３．セルビア外相のハンガリー訪問（９日） 

 
（１）訪問の概要 

 ９日、イェレミッチ・セルビア外相はハンガリーのコソボ国家承認後初めて

ハンガリーを公式訪問し、ゲンツ外相、ジュルチャーニ首相、国会外交委員長

らと会談した。 

（２）ゲンツ外相との会談（９日） 

 ゲンツ外相は、両国が特別なパートナー関係にあり、１月のガス危機に際し

ては両国の連携や地域協力の重要性が示されたと指摘、経済関係の活性化へ向

けブダペスト・ベオグラード就航案につき協議した旨述べた。イェレミッチ外

相も良好な二国間関係に言及し、ガス危機に際し天然ガスをセルビア向けに輸

送したことに謝意を表明した。 

 また、ゲンツ外相は、ハンガリーがセルビアのＥＵ加盟を支持し、協力を行

う事につき改めて述べたほか、ヴォイヴォディナ地方のハンガリー系少数民族

問題に関し、ＥＵがセルビアと査証免除協定を結ぶことは同問題の改善に資す

るとして本年中の実現への見通しを述べた。イェレミッチ外相は、加盟交渉の

障害となっている旧ユーゴ国際刑事裁判所への協力に関し、セルビア側は監視

派遣団を受け入れる用意がある旨述べた。 

 

４．バシャ・アルバニア外相のハンガリー訪問（１０日） 

 
 １０日、バシャ・アルバニア外相がハンガリーを公式訪問し、ゲンツ外相と

経済関係強化及びアルバニアのＥＵ、ＮＡＴＯ加盟問題を中心に協議を行った。 

 ゲンツ外相は、両国間経済協力拡大の可能性につき述べたほか、アルバニア

が西バルカン地域の安定化に果たしている役割を評価、本年４月のＮＡＴＯ周

年首脳会談にアルバニアとクロアチアが加盟国として参加することを望む旨述

べた。一方、バシャ外相はハンガリーがアルバニアのＮＡＴＯ加盟議定書に最

初に調印したこと、また昨年コソボの国家承認を行ったことに対し謝意を表明

した。なお、会談後には、ハンガリー投資貿易庁（ＩＴＤＨ）とティラナ貿易

局の協力協定への調印が行われた。 
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５．シュピンデルエッガー・墺外相のハンガリー訪問（１２日） 

 
（１）訪問概要 

 １２日、シュピンデルエッガー・オーストリア外相はハンガリーを訪問し、

ゲンツ外相、ジュルチャーニ首相と会談した。訪問当日には、ハンガリー側国

境の町セントゴットハールドで、オーストリア側国境近くのハイリゲンクロイ

ツ町へのゴミ焼却資施設建設反対を求めるキャンペーンが行われた。 

（２）ゲンツ外相との会談 

 ゲンツ外相は、シュピンデルエッガー外相が最初の訪問先にハンガリーを選

んだことを歓迎、二国間関係は合同閣議の継続や「ハイドン年」（２００９年）、

「リスト年」（２０１０年）周年行事を通じてさらに緊密になると述べたうえ、

ラーバ川汚染問題やハイリゲンクロイツのゴミ焼却場建設問題など、解決すべ

き懸案事項も残されていると述べた。 

 一方、シュピンデルエッガー外相は、今次訪問の目的のひとつとしてＶ４＋

スロヴェニア、オーストリアなど、地域協力の活性化を挙げた。なお、ゴミ焼

却施設建設に関しては、ハンガリー側の要求をウィーンの然るべき場に伝える

が、最終的には地域レベルでの協議が重要である旨述べた。 

（３）ジュルチャーニ首相との会談 

 ジュルチャーニ首相との会談では、二国間関係の重要性につき確認したほか、

今年前半に両国合同閣議を開催することで合意した。ジュルチャーニ首相は、

ゴミ焼却施設建設に関してハンガリー側に不安と反対意見があることにつき伝

えた。 

 

 

ⅢⅢⅢⅢ．．．．経経経経    済済済済  

    

１．欧州投資銀行からの融資可能性（２日） 

 

ピクレル財務省広報部長は、２日に取材に応じ、２００９年にハンガリー政

府が欧州投資銀行（ＥＩＢ）から受ける融資の総額は１０億ユーロに達する可

能性がある旨述べた。その一週間前、ハンガリー政府は、国家開発プロジェク

ト向けにＥＩＢと２０１３年までで総額４億４０００万ユーロの信用枠に関す

る合意書を取り交わしている。 

ＥＩＢ及び欧州復興開発銀行（ＥＢＲＤ）の経営陣は、昨年１１月、経済発

展を支援する観点からハンガリーを含めたいくつかの国が利用可能な資金枠を
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引き上げる旨決めている。同部長は、併せて、①本決定はハンガリーが利用可

能な資金枠を１０億ユーロに引き上げるためになされたもので、先週署名され

た４億４０００万ユーロの信用枠供与はその１０億ユーロの一部である、②年

内にその４億４０００万ユーロの信用枠のうち、１億３０００万ユーロを利用

する予定、と述べた。 

 

２．銀行による一方的な条件変更に対する厳しい姿勢（２日） 

 

ジュルチャーニ首相は、２日に行われた金融業界関係者との会談において、

銀行から顧客に対する一方的な条件変更へのより厳格な規制を求めた。また、

同首相は、顧客がより弱い立場にあるが、我々は銀行からのより多くの支援を

期待する、とも述べた。 

同首相は、銀行や金融サービス会社の顧客の保護策について議論すべく、銀

行業界、競争当局、証券等監視委員会の代表と会談した後、上記に加え、金融

危機の結果として金融機関への返済が滞った顧客は、３０日以内に返済条件を

変更すれば置かれた立場は改善するであろうと述べた。 

 

３．ハンガリー政府による雇用維持策（２日） 

 
２日、スューチ社会問題・労働相は、３６０億フォリント規模の危機管理戦

略により、１０万もの雇用を維持することが可能と述べた。 

同大臣は、併せて、①政府は雇用維持対策に１６０億フォリントを利用でき、

更にこの４月以降は２００億フォリントのＥＵ資金が同様の目的で利用可能、

②１６０億フォリントのうち、６０億フォリントは国家雇用基金（the National 

Employment Public Foundation）経由で、１００億フォリントは地域危機管理

基金及び地方労働局経由で分配する、③２月３日から、各企業は地域危機管理

基金に支援を申請可能で、交付される補助金は人材育成とそれに伴う労働時間

の一時的な削減による給与減ないしは新たな労働者の雇用に使うことができる、

と述べた。 

 

４．ハンガリー政府による住宅ローン債務者救済策（４－１１日） 

 

（１）ハンガリー政府のダロチ報道官は、４日の閣議にて、経済危機で失職し、

住宅ローンの返済に問題が生じているハンガリー人をローン債務保証により一
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時的に救済する計画を政府が承認した旨発表した。政府は、銀行に返済条件の

緩和を求めて、分割返済額が減額された顧客に対して最高２年間の債務保証を

行うことを予定している。 

内閣は、翌週にも最終決定ができるよう銀行関係者への内容説明を開始する予

定。詳細は明らかにされていないが、ダロチ報道官は、本救済策は本年９月１

日以降に融資されたものを対象としている旨述べた（詳細は１０日までに議論

される予定）。 

加えて、同報道官は、外貨建て債務を持つハンガリー人を支援すべく、政府が

金融機関と締結した住宅及び自動車ローンの条件変更手続料の課金を行わない

こととする協定の延長を望んでいる旨述べた。 

（２）ハンガー政府のブダイ報道官は、１１日、本救済策を承認した。これに

より、２００８年９月３０日以降に失職したハンガリー人は、住宅ローン返済

の減額を申請できる。また債務保証の限度額は２０００万フォリント、期間は

最高２年間。対象となるローンはフォリント及び外貨で区別をせず、対象とな

る住宅以外に不動産を持っていない個人のみが申請できる。 

 

５．エコシュタットによる２００９年経済予測（４日） 

 
 エコシュタットは、２００９年のＧＤＰ成長率は－２．４％との予測を発表

した。同機関は、投資・輸出・輸入がそれぞれ３．２％・４．５％・５．９％

落ち込むものと見ている。また、フォリントの対ユーロ為替レートは、前半は

１ユーロ当たり３００フォリント前後で推移するが、外部の経済動向の改善次

第で年末までに２０～３０フォリント高くなると見込んでいる。さらに、中央

銀行が、通貨の需要にとり今のところ利息の大きさは変動要因になっていない

という見解の下、フォリント安にかかわらず利下げへの動きを継続していくこ

ととしていることから、政策金利は、６月には８．０％まで下がると見込んで

いる。 

 同機関は、専門家との協議を基に、輸出は一般機械・電気機器・自動車部門

で大きく落ち込むと見込んでいる。 

 

６．エレクトロラックス社及びタイコ社による従業員一部解雇（４日） 

 
 スウェーデンの家電メーカーであるエレクトロラックス社は、地元の労働局

に対し、ニーレジハーザにある冷蔵庫工場での従業員一部解雇を通知した。タ
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カーチ同社ハンガリー法人社長は、受注減を理由に生産シフトを削減すること

に伴い、約１１０名の雇用に影響が出ることになろうと述べた。 

 また、アメリカのタイコ・エレクトロニクス社は、地元の労働局に対し、エ

ステルゴムにある同社工場において２００９年第一四半期で３３０名の従業員

を削減する予定である旨通知したと、現地紙は伝えている。同社は現在１３０

０名の従業員を雇用しているが、地元労働局の担当者は本報道を否定しなかっ

た。 

 

７．鉱工業生産の伸び率（１２月：－２３．３％＜y/y＞）（６日） 

 
 １２月の鉱工業生産の伸び率は、１９９２年以来最大の下落となるマイナス

２３．３％を記録する等景気後退が急激に進んでいることを示す結果となった。

また、２００８年通年で見ても伸び率（暫定値）は１．１％（季節調整値）と

低成長に止まった。昨年前半は堅調な数字で推移したものの、６月以降に急激

に減少したため、上半期のプラス分をほぼ相殺してしまった格好。 

 ２００９年に関しては、今後も製造業で生産量及び人員の削減が見込まれる

ことか更に落ち込み、対前年比マイナス１５％にまで落ち込むと予測するアナ

リストもいる。また、直近で見れば、１月中も生産量削減が進むことから対前

年同月比で約２０％の下げ幅となり、その要因の一つはドイツから受注減とす

るアナリストの見方がある。 

 

８．金融・経済危機によるハンガリーの失業者数（６―１６日） 

 
 ６日、バイナイ国家開発・経済相は、世界的な金融・経済危機によりハンガ

リーでは２万人の雇用が失われたと推測している旨述べた。また、１６日に同

相は、これらの危機から脱却する長期的な道筋をつけ、再度ハンガリーを成長

への軌道に乗せるための税制改正や社会保険制度改正案を発表すると述べた。 

 

９．ハンガリー政府による闇経済対策の効果（６日） 

 

ハンガリー政府による闇経済の取り締まりは、２００８年に３００億～５０

０億フォリントの追加歳入をもたらしたと政府の闇経済対策委員会のレポート

は述べている。 

リゲティ同委員会委員は２００６年から２００８年の３年間で見ると２００

０億～２５００億フォリントの追加歳入が生まれたと述べたほか、パタキ委員
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は①不法労働が減少したが３８％の小切手は違法なもの、②建設業での不法労

働は減少したが、警備保障やケータリング業、小売業ではむしろ増加、③税務

当局や国家健康保険基金のデータによると、雇用全体が減少している一方で社

会保険料収入は増加した、と述べた。フェケティ同委員は、税務当局が２００

８年に行った２８０，２７３件の税務監査の中で４６８０億フォリントもの脱

税を発見したと述べた。これは対前年比で３１％の増加である。また、脱税へ

の罰金は３０４０億フォリントに上り、対前年比で４３％増になっている。 

パタキ同委員会委員は、ハンガリーで腐敗が見られるのは主に公共調達及び

政治献金の分野であり、公共調達法の見直しを早急に行わなければならないと

述べた。 

 

１０．１２月の貿易収支（速報値：７,６１０万ユーロの赤字）（９日） 

 

 １２月の貿易収支（速報値）は、７，６３０万ユーロの赤字となった。輸出

入ともに対前年同月比で２割近く減少し、輸出高が４３．７億ユーロ（対前年

同月比マイナス１７．３％）、輸入高が４４．５億ユーロ（対前年同月比マイナ

ス１７．９％）となった。ＥＵ２７カ国への貿易依存度が８割近いことから、

欧州経済の停滞が如実に表れた数字と言える。 

 

１１．ＧＫＩ（政府寄りシンクタンク）による２００９年経済成長予測（９日） 

 

 ＧＫＩが発表した予測によると、２００９年は物価上昇率が２．３％まで下

落する一方でＧＤＰ成長率は－２．５％。また、フォリント／ユーロの２００

９年平均レートは昨年の２５１．２フォリントから弱くなり、２７０フォリン

トになるものと予測している。 

 また、併せて、①財政赤字の対ＧＤＰ比はマーストリヒト基準値である３％

以下、②予想以下の物価上昇率及び深刻な経済停滞を理由とした税収の落ち込

みを埋め合わせるべく、ハンガリー政府は税制のみならず、本年予算の組み替

えを行うであろう、③需要の落ち込みと激しい競争の効果により、仮に付加価

値税（ＶＡＴ）の割合を引き上げても、物価上昇に与える影響は最小限であり、

年換算でも２．５％へと上昇するのみ、と予測している。 

 更に、ＧＫＩでは、ハンガリーの財政赤字はＥＵ平均と同程度と見込むほか、

名目賃金上昇率は民間部門では４．０％、公共部門では１．０％で、実質賃金

はわずかに減少すると予測している。また、一般消費支出や投資も増しつつあ

るローンの返済債務の影響を受けることになると予測している。 
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１２．１月の財政黒字（９日） 

 

 １月の財政収支は、政府の当初予測を１８億フォリント下回ったものの、３７８億フォリ

ントの黒字となった。中央政府予算は１１６億フォリント、社会保障基金は５３億フォリン

ト、特別予算は２０９億フォリントと、全てで黒字となった。先月まで赤字であった社会保

障基金が黒字になったのは、歳入が当初予想よりも５２億フォリント多かったことが主な

要因。 

 

１３．２００９年の低所得世帯向け暖房補助金額の目標値(９日) 

 

 ９日、コロツ社会問題・労働省専門次官は、２００９年予算における低所得

世帯向けガス及び地域暖房向け補助金の目標値は６２８億フォリントである旨

明らかにした。 

 手取り月収が年金生活者の最低レベルの３．５倍以下ないしは１０万フォリ

ント以下である世帯は当該補助金を申請可能であり、財務省が交付の要否を決

定する。１月３０日までに申請件数の８６％となる１３５万件について決定が

下された。なお、財源の一部は、エネルギー企業の売上げに課税するロビンフ

ッド税からの収入になっている。 

 

１４．中小企業向け補助金の交付（９日） 

 

 ９日、バイナイ国家開発・経済大臣は、総額１４００億フォリント規模の中

小企業向け融資は５つの銀行（Ｋ＆Ｈ銀行、ＭＫＢ銀行、ライファイゼン銀行、

ユニクレジット銀行、タカレーク銀行）を通じて申請可能である旨述べた。 

 本制度により、中小企業は一件当たり最高２億フォリントまで１１％の優遇

金利で融資を受けることができる。また、受けた融資については１年間＋１日

間の期間、ガランティカ信用保証会社（Garantiqa Creditguarantee Co. Ltd.）

による保証が受けられるが、既存の債務の借り換えには利用できない。 

 エレーシュ・ハンガリー開発銀行（ＭＦＢ）ＣＥＯは、本融資制度の原資は

一部が国際金融市場から調達したもの、一部がＥＵ資金を活用したものである

と述べた。なお、上記銀行５社に加え、更に３社の参加に向けて調整が行われ

ている。 
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１５．農業ファイナンス（９日） 

 

 農業省は農業セクターへのファイナンスに関して複数の計画を持っていると、

グラーフ農業相は火曜日の会議で語った。同相は、詳細を明らかにしなかった

が、本件実現のためには政府の決定が必要であると述べた。 

 ハンガリー農業部門の輸出は昨年１月～１１月で４６億フォリントで１６億

フォリントの利益をもたらした。同時に輸出価格は２４％上昇し、輸入価格は

１２％増加した。ほとんどの農業輸出はＥＵ向けに行われているが、その他の

市場からの需要拡大も期待されていると、同相は述べた。ロシアへの輸出は昨

年２０～３０％程度伸びたが、その他の市場としては、ウクライナ、日本、ク

ロアチア、ルーマニアが上げられる。ハンガリーの農業部門はＧＤＰの４．５％

を生み出している。 

 

１６．インフィニオン社による生産規模拡大計画（１０日） 

 

 １０日、バイナイ国家開発・経済相は、ドイツのチップメーカーであるイン

フィニオン・テクノロジー社が１７００万ユーロ規模のプロジェクトでブダペ

スト近くにある工場の生産能力拡大を行っている旨述べた。また、同相は、今

回の能力拡大により、２０１２年までに新たに２５０名の雇用が創出される予

定を述べた。 

 シュピーゲル同社副会長は、①ハンガリーにおける投資計画はこれが４度目

であり、同社がハンガリーを長期的視点でとらえていることを示すもの、②今

回拡大を行うこととした理由は訓練された労働者層及び地理的要因、と述べた。

今回建設される新たな工場の稼働開始は本年４月を予定しており、２０１２年

までにフル生産に至る見込み。 

 

１７．デルファイ社による従業員一部解雇（１０日） 

 

 アメリカの自動車部品メーカーであるデルファイ社は、金融危機を受けた受

注の落ち込みにより従業員の大量解雇を余儀なくされた旨同社ハンガリー法人

関係者は述べた。 

 同関係者によると、解雇する従業員数はまだ決まっていない。同社は、昨年

１０月、契約労働者を削減し、生産シフトも変更している。現在同社では、７

００人以上の従業員が雇用されている。 
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１８．マレブ・ハンガリー航空の新幹部決定（１１日） 

 

 マレブ・ハンガリー航空（以下「マレブ航空」）は１１日に臨時株主総会を開

催し、ロシアの国有銀行であるＶＥＢのバロー副社長を新たな取締役会長とし

て承認した。また、ＶＥＢからティクホミロフ氏も役員として選出された。ま

た、フェヘールバール・マレブ航空副最高経営責任者代行は、新たなＣＥＯが

決まるまで暫定的にＣＥＯを務める。 

 

１９．民間部門への政府介入の可能性（１２日） 

 

 ベレシュ財相は、１２日にハンガリー投資協会（ＢＡＭＯＳＺ）及びＤＥＭ

ＯＳ（シンクタンク）が開催した会合において、政府が経済危機からの脱却に

向けた措置を取る際に民間部門に政府が介入する余地があり、政府による支援

の目的は、ハンガリーでの生産性の落ち込みを防ぎ、危機が去った後に再度成

長への軌道に乗せることを確保することである、と述べた。 

 フェルスティ・ハンガリー銀行協会会頭は、リスク管理、製品開発、消費者

保護の面で政府が銀行部門に介入する余地があると述べるとともに、（政府が検

討している）銀行が顧客に対し取引条件を一方的に変更するための要件の修正

に関し、専門家の観点からの検討が足りないと批判した。 

 また、ベレシュ財相は、外貨建て債務の返済に困難が生じている国民に対す

る政府支援は経済的には不合理であると警告を発した。 

 さらに、フェルスティ会頭は、①ハンガリーの銀行の状況はサブ・プライム

ローンの直接的な影響を受けている他の銀行のそれとは違う、②アメリカの銀

行と違い、ハンガリーの銀行はいかなる有毒な資産を保有しておらず、自己資

本比率は西欧諸国の銀行よりも高い、③ハンガリーでは資産の証券化は行って

いない、と述べた。 

 

２０．欧州委による銀行支援パッケージの承認（１２日） 

 

 １２日、欧州委はハンガリー政府が策定した銀行支援パッケージを承認した。

同パッケージは、世界的な金融危機への対応策として市場の安定化を目的とし

たもので、厳格な要件の下で支援対象となる信用機関に対し新たな資金及び中

長期的な債務保証を提供するもの。 

 欧州委は声明文を発表し、今回の措置が金融危機を克服するための政府支援

に関する欧州委規則に沿ったものであると述べた。また、クロース欧州委員（競
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争担当）は、今回のパッケージは市場での信頼を強化し、危機下にある実体経

済に資金を供給する効果的な手段であると同時に競争の阻害を制限する手段も

講じている、と述べた。 

 このパッケージは資本の再構成に関する措置と保証に関する措置で構成され

ており、前者の措置は、今後の損失可能性への対応策として資本強化が可能と

なるよう、信用機関に対して優先株と引き替えに新たな資本を提供するもの。

後者の措置は、２００９年６月３０日以前に発行された保証債（原則として３

年物まで。例外的に５年物社債も認められる）を政府が引き受けることができ

る。 

 

２１．第３四半期ＧＤＰ成長率は前年同期比－２．１％（速報値）（１４日） 

 

 第４四半期のＧＤＰ成長率（速報値）は前年同期比－２．１％と前期より２.

５％低下し、マイナス成長に転落した（詳細は未公表）。 

 この数字を受けて、ライファイゼン銀行のトロク氏は、２００８年は第３・

第４四半期連続で低成長・マイナス成長を記録したことで、定義上で言えばハ

ンガリーは２００８年後半から景気後退に入っていると述べた。また、同氏は、

鉱工業生産・投資・輸出の落ち込みや最大の輸出市場であるドイツの落ち込み

を考慮すれば、景気後退の到来はさほどの驚きではないと併せて述べた。 

 ２００９年のＧＤＰ成長率見込みについて、同氏は、上半期は－５．０％ま

で落ち込む可能性があるが、下半期の世界経済見通しがやや楽観的なことから、

－３．５％程度に止まる可能性がある旨述べた。 

 

２２．消費者物価指数＜０９年１月：３．１％＞（１０日） 

 

 １月の消費者物価指数（ＣＰＩ）は前年同月比３.１％、前期比０.６％の増

加となり、数ヶ月続いた物価の下落はストップした。対前年比で見ると、エネ

ルギー価格は引き続き１８．５％と高い上昇率を見せるものの、食品を含めた

それ以外の項目に関しては概ね５％以下に止まり、物価上昇は収まりつつある

ようである。 

 ロンドンのアナリストは、今回の物価上昇は景気後退による世界的な物価上

昇の傾向に沿ったものであるとの見解を述べた。 
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２３．フレクトロニクス社による従業員一部解雇（１０日） 

 

 電子メーカーであるフレクトロニクス社のヘテニ広報部長は、金融危機を受

けた受注の落ち込みにより、向こう数週間のうちにタブ市（ハンガリー中央部）

にある同社工場で３７０名の従業員を解雇すると述べた。これは、ザラエゲル

セグ市（ハンガリー東部）にある同社工場での４００名解雇（既に発表済み）

に続くもの。 

タブ市の工場は、液晶テレビ向け部品を生産し、一部液晶テレビの組立も行っ

ている。また、ザラエゲルセグ市の工場は、エンターテイメント機器（テレビ

や携帯電話）向け電子部品を生産しており、３６００～３７００名の従業員を

雇用している（うち１０００～１５００名は契約従業員）。 

 

２４．ザーホニー鉄道インフラ開発プロジェクトの準備開始（１０日） 

 

 ハンガリー国営鉄道であるＭＡＶは、地域の物流ハブにすることを目的とし

たザーホニー市での鉄道インフラ開発プロジェクトの準備を開始した。７．４

億フォリントもの準備費用はＥＵ及び政府の資金により賄われる。 

 同プロジェクトは、ウクライナ国境における物流インフラの整備、貨物輸送

能力の拡大、線路の改修が含まれ、２０１０年までの完成を目指している。 

 

２５．税制パッケージ及び社会経済対策の国会提出（１６日） 

 

 １６日、ジュルチャーニ首相は、議会に対して新たな税制パッケージ及び社

会経済対策を提出した。概要及びジュルチャーニ首相コメントは以下のとおり。 

（１）税制パッケージ 

（イ）法人税を現行１６％から１９％に引き上げ、（暫定措置として課されてい

る）企業向け連帯税（法人税と同様の課税標準で、税率４％）を廃止。したが

って、実質的に法人税の減税につながる。 

（ロ）社会保険料の企業負担割合を３２％から２７％に削減。この目的の一つ

は、ハンガリー人失業者の就業意欲を高めようというもの。 

（ハ）付加価値税（ＶＡＴ）を現行２０％から２３％に引き上げ。タバコ、ア

ルコール、車両燃料向け奢侈税を３％～５％引き上げ。 

（ニ）個人所得税を、現行の１８％及び３６％の２段階制から１９％及び３８％

の２段階制へと変更。一方、軽減税率の対象となる年間所得の上限を現行の１

７０万フォリントから３００万フォリントに引き上げ。なお、高額所得者向け
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に課税されている個人向け連帯税（税率４％）は廃止。 

（ホ）世帯向け補助金を課税対象とする。しかし、低所得世帯にとって収入減

とならないよう補助金の引き上げを同時に行う。これにより、総収入月額１０

万～１３万フォリントの世帯は影響を受けない。 

（ヘ）１３ヶ月目の年金の支給を行わず、通常の月ごとの支払いに組み込む。

年金支給額は、物価上昇率及びＧＤＰ成長率の双方に連動させることになるが、

ＧＤＰ成長率が２％以下になった場合、政府のその時点での支給水準を保証す

る。 

（ト）年金支給開始年齢を２０１６年から２０２５年までに段階的に引き上げ、

現行の６２歳から６５歳とする。これにより、現在の年金システムの安定性は

２０５０年まで確保される。 

（２）社会経済対策 

（イ）企業融資向けに１兆４００億フォリントを用意する。 

（ロ）学校や病院への投資向けに１８００億フォリントの資金を用意する。具

体的な投資計画は今後数ヶ月以内に公表する予定。 

（ハ）手続の官僚主義に起因する企業への負担を取り除く。 

（３）ジュルチャーニ首相発言 

（イ）１３日の国家利害調整委員会にて雇用者や労働者の代表に対し、これら

に関する議論を始めたい意思を伝達した。 

（ロ）政府は議会に対し、今月末までに必要とされる改正案を提出する予定。 

（ハ）これらプログラムの実施により、「ハ」は向こう３～４年以内にユーロを

導入することが可能。 

 

２６．政府による歳出削減目標（１６日） 

 

 ジュルチャーニ首相は、税制改革パッケージを国会で説明した際、ハンガリ

ー政府は予算の均衡を維持すべく、２００９年に２０００～２２００億フォリ

ントの歳出削減を行わなければならない旨述べた。 

 同首相は、併せて、①２０１０年は５５００億フォリント、２０１１年は６

５００億フォリントの歳出削減が必要、②これらの削減を行うには、長い間実

施が遅れていた構造改革の実施が必要であり、５つの分野での改革を実施する

（税制、社会福祉制度、年金、補助金、分野別支援、政治・行政改革）、③今回

発表した税制改革パッケージは、国家予算の収支に影響を及ぼさないが（増税

効果と減税効果が同一とのニュアンス）、２０１０年及び２０１１年は１００億

フォリント以上もの歳入減をもたらすであろう、と述べた。 
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２７．ハンガリーはＩＭＦ等の支援要件を着実に実施：調査団コメント（１６日） 

 

 １６日、ハンガリーを訪れていたＩＭＦ調査団のモーシンクＩＭＦ団長は、

ハンガリーが総額２００億ユーロのスタンドバイ・ローンを受けるに当たって

課された義務を履行してきていると述べた。同調査団はローン実施を受けた第

１回目の定期調査でブダペストを訪れていた。 

ＩＭＦは２００９年のハンガリーの経済成長率を－３．０～３．５％と予測し

ており、同日にジュルチャーニ首相が発表した構造改革案を歓迎した。また、

同団長は、ハンガリーは政府債務が大きく、外部からの資金調達も難しいこと

から、経済構造の修正が不可避である旨述べた。 

 

２８．２００８年の純資金需要額は対ＧＤＰ比３.１％（１６日） 

 

 中央銀行が１６日に発表したデータによると、２００８年の純資金需要額（Ｅ

ＳＡ９５基準；速報値）は８，０９０億フォリント（対ＧＤＰ比３.１％）と、

２００７年の５．０％から大きく減少した。また、２００８年末時点における

国の総債務残高は１９兆３，１８０億フォリント（対ＧＤＰ比で７３．０％）

となった。 

 

２９．２００８年の鉱工業生産（－１．１％:y/y）（１６日） 

 

 ２００８年の鉱工業生産の伸び率は前年比－１．１％と、体制転換直後の１

９９２年に記録した－９．７％以来通年ベースでの初めてのマイナスとなった。 

 

３０．１月は自動車売上げが激減（１６日） 

 

 自動車産業の調査会社である Jato Dynamics の調査によれば、１月の自動車

売上げは５，９６７台（対前年同月比５２．１％）と激減した。この数字は、

ヨーロッパ全体での落ち込み（約２６％）を遙かに上回るもの。 

 

３１．ハンガリーのユーロ導入は２０１２年から２０１４年の間？（１８日） 

 

 １８日、ジュルチャーニ首相は、ダウ・ジョーンズ紙からの取材に対し、ハ

ンガリーのユーロ導入の可能性は２０１２年より前にはなく、遅くとも２０１
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４年であろうと述べた。同首相は、併せて、名目及び実質の両面で経済収斂に

至らしめる綿密な計画の策定が求められると述べた。 

 

３２．中欧諸国の銀行を支援するパッケージの共同提案（１８日） 

 

 １８日、ジュルチャーニ首相は、中欧諸国はオーストリア政府によって作成

された本地域の銀行部門を支援するパッケージを共同で欧州委に提案すべきだ

と外国メディアに述べた。 

 １２日にオーストリア外相と会談した際、同首相は、①中欧諸国は３月に予

定されている欧州委の定期理事会前に共同姿勢について合意すべき、②このパ

ッケージ向けに１，０００億ユーロが必要、③このパッケージはオーストリア

のみならず、中欧地域の全ての国に利益があることから、我々は関心がある国

をグループ化すべきである、と述べた。なお、オーストリアの財相は、パッケ

ージの金額規模をこれまで明らかにしていない。 

 

３３．異例な手段での為替介入？（１８日） 

 

 １８日、ジュルチャーニ首相は、ベレシュ財相及びシモル中央銀行総裁に対

して、フォリントの防衛に役立つ異例な（unconventional）介入手段があるか

否か追求するよう求めた、と外国メディアに述べた。同首相は、その具体的な

手段については特定しなかった。 

 この説明は、１７日にポーランドが為替介入を行う意図を表明したことを踏

まえて、ハンガリーが似たような手段を検討している否か問われた際の回答と

してなされたもの。 

 

３４．中小企業対策のとりまとめ（１８日） 

 

 １８日、バイナイ国家開発・経済相は、政府は世界的な金融・経済危機の影

響に苦しむ企業対策を目的とした経済活性化パッケージを取りまとめた旨述べ

た。 

 同相は、①先にジュルチャーニ首相が発表した総額１兆４０００億フォリン

トの企業支援のうち、５６００億フォリントは昨年１１月に実施済み、②５６

００億フォリントのうち、１４００億フォリントは企業の運転資本向けの優遇

融資であり、一企業当たり２億フォリントまで融資を受けることが可能、③当

該融資は国内９の銀行、８５０の支店で申請可能、と述べた。 
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 また、これらとは別に２兆フォリントの資金が中小企業における受注維持の

ために用意されており、１兆１８０００億フォリントは建設部門に割り当てら

れていることの説明がなされた。 

 

３５．ハンガリー・クロアチア間ガスパイプライン及びハンガリー・スロバキア間送電網計画

（１７日） 
 

 １７日、イバーン外務省次官は議会にて、ハンガリーはハンガリー・クロア

チア間ガスパイプライン及びハンガリー・スロバキア間送電網計画に対するＥ

Ｕ資金の活用を追求していく旨述べた。同次官は、併せて、ハンガリーは今も

なお欧州委及び加盟国に対して、これらのプロジェクトがＥＵ経済の再生を目

標とした施策のリストに含まれるようロビー活動していると述べた。 

 

３６．新ＥＵ農業直接補助金制度導入の延期（１８日） 

 

 政府は本年ＳＰＳを導入せずに、これまでのＳＡＰＳ（新規ＥＵ加盟国向け

の簡易版ＳＰＳ）を引き続き運用することを決定した。なお、現在ＳＰＳ実施

法の是非について憲法裁判所で審議が行われている。グラーフ農業・地方開発

相は省内関係者との会合で、生産者が本年８億ユーロの補助金を取得できるこ

とが重要であり、もし政府がＳＰＳを導入した場合、この金額は不確定なもの

になる可能性があるし、仮に憲法裁判所が実施法を認めず、それでも政府がＳ

ＰＳ実施を主張した場合、最悪生産者が補助金を得られなくなる可能性もある

と語った。 

 

３７．名目賃金上昇率＜０８年：７．５％（y/y）＞ （２０日） 

 

 ２００８年の名目賃金月額は、額面で対前年比７．５％増の１９８，９４２

フォリント、手取りで対前年比６．８％増の１２２，０２８フォリントであっ

た。実質賃金上昇率は名目賃金の伸びが物価上昇率（６．１％；２００８年）

を上回って推移したため、額面で１．３％、手取りで０．７％になった。 

 民間部門の名目賃金月額（額面）は１９２，３５１フォリントと前年比８．

４％の上昇となり、公的部門は２１８，９９３フォリントと同６．２％の上昇

となった。手取りでは、民間部門では１１９，１５５フォリントで７.４％の上

昇、公的部門では１３０，８０９フォリントで５．９％の上昇となった。 
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３８．産業界からの減税要望（２０日） 

 

 ２０日に開催された国家利害関係調整委員会の会合において、経営者の代表

は、８～１０％の包括的な減税及びＥＲＭ-ＩＩへの早期加盟を要望した。 

 経営者の代表からは、競争力強化の観点から企業関連税を８～１０％削減し

ないとハンガリーの財政は大きな問題となる、金融危機の影響を最も受けた産

業（農業、運送業、銀行業）に対して法人税を５％まで減税すべき、との意見

が出された。それに対し、ジュルチャーニ首相は、①歳出削減や減税、社会福

祉制度の改正は次回の会合で議論が可能、②予算の均衡を維持できる範囲内で

のみ、競争力強化を目指した社会保険料の引き下げは可能、③社会福祉制度を

危うくしない範囲内で歳出削減は可能、④社会福祉制度の改正は国民の就労に

向けたインセンティブにならなければならない、と述べた。 

 企業による社会保険料負担の軽減割合については合意できなかったが、経営

者及び労組は、危機をこれ以上悪化させないような措置を講ずべき、これ以上

の雇用削減は避けなければならない等のジュルチャーニ首相の主張には同意し

た。 

 

３９．為替レートへの破壊的な動きに対する中央銀行の姿勢（２３日） 

 

 ２３日、ハンガリー中央銀行は声明を発表し、フォリントの為替レートへの

破壊的な動きを避けるため、必要に応じた行動を取る用意がある旨述べた。こ

のたび、中・東欧地域の通貨下落を避けるべく、ハンガリー・チェコ・ポーラ

ンド・ルーマニアの中央銀行が、２３日午後２時３０分に一斉に声明を発表し、

記者会見を実施した。 
 
〈ハンガリー中銀による声明文のポイント〉 

（１）中・東欧諸国経済では為替レート調整が適切である一方、経済のファンダメンタ

ルズで正当化されない過度の為替安は破壊的なものになり得るし、避けなければならな

い。 

（２）通常時であれば、新興発展国では高い財政赤字は誤りでなく、輸出主導型経済や

先進国との財政面での強い結びは利点とされる。しかしながら、現在は通常時とは異な

り、世界的にレバレッジを控える傾向にあることから、規模が小さい欧州の新興発展国

では財政赤字を埋め合わせるための資金調達が難しくなりつつある。これにより、為替

レートの調整を含めたいくつかの調整措置が必要となっている。 

（３）財政面の調整は、外部からの資金調達の必要性を引き下げるという意味で重要な

インパクトを持つ。 
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（４）西欧諸国では金融の安定化に向けて迅速に行動しており、それらの国での資金流

動性や資本の状況が改善されれば、それらの国の銀行は、中欧地域にある子会社を維持

するであろう。 

  

４０．中銀、政策金利を据え置き＜９．５％＞（２３日） 

 

 中銀は、市場の予想通り、政策金利を現行の９.５％に据え置くことを決定し

た。金融政策決定会合後、シモル中銀総裁は、ハンガリーではフォリントの為

替レートの変動が激しいが、中央銀行はインフレの調整や金融の安定化に努め

る一方で、引き続き為替レートの目標を設定しない、と述べた。 

 なお、この日、為替レートが好転したが（１ユーロ当たり３０４～３０６フ

ォリント→最高値２９３．３８フォリント）、市場専門家は、これは政策金利の

据え置き決定を受けてのものではなく、４カ国が同時に発出した声明（前項参

照）を受けてのもの、と捉えている。 

 

４１．改革同盟からの経済改革提案（２１日） 

 

 ２１日、ジュルチャーニ首相は改革同盟（”Reform Alliance”；昨年１１月、

産業団体、商工会議所、前ハンガリー科学アカデミー代表で結成され、２００

９～２０１３年の包括的な改革プログラムの作成を目的としたグループ）と会

談し、本同盟からの改革提案を印象的（impressive）とした一方で、その社会

的効果については身の毛がよだつ（chilling）と述べた。 
 
〈改革提案の主な内容〉 

（１）２０１３年までに総額１兆３，２５０億フォリントの歳出削減 

（２）２０１３年までに総額５，５００億フォリントの地方自治体向け補助金の削減 

（３）１３ヶ月目の年金の廃止又は縮小、障害者年金及び早期退職年金の見直し（これ

らにより２０１３年までに年金支給額を３，３５０億フォリント削減可能） 

（４）社会保険料の企業負担を段階的に縮小（５％（２００９年）、３％（２０１０年）、

２％（２０１１年）） 

（５）資産価値を基準とした不動産税制の導入 

（６）月額１，９５０フォリントの健康寄与を５，０００フォリントに引き上げ 

（７）連帯税を廃止する代わりに法人税を１８％に引き上げ 

（８）付加価値税（ＶＡＴ）を２４％に引き上げ 
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４２．中銀による経済成長予測＜１０年：－０．５％（y/y）＞（２３日） 

 

 中銀が２３日に発表した予測では、２０１０年のＧＤＰ成長率は－０．５％

と、２００９年に続いてマイナス成長が続くとのこと。また、物価上昇率は、

今年が３．７％、２０１０年は２．８％と予測している。 

 

４３．バローゾ欧州委員長によるハンガリーの経済政策の評価（２４日） 

 

 バローゾ欧州委員長は、２４日にブラッセルにてジュルチャーニ首相と会談

し、ハンガリーは高い財政赤字と対外債務に対応する適切な経済政策を選択し

ていると述べた。また、同委員長は、①ハンガリー政府は重要な決定を下すこ

とを継続し、断固たる行動を取らなければならない、②ハンガリーは改革を継

続し、マクロ経済の安定性に向けた行程に乗る旨ジュルチャーニ首相が保証し

た、と述べた。 

 

４４．４月以降のガス価格引き下げの可能性（２４日） 

 

 ハンガリーエネルギー庁関係者は、エネルギー会社の反対にもかかわらず、

輸入価格の下落を踏まえて４月以降のガス価格引き下げの可能性を述べた。ま

た、引き下げのタイミングは現在計画されている付加価値税（ＶＡＴ）引き上

げのタイミングに合わせる可能性にも言及した。ガスの輸入価格は、４月には

現在の４７５米ドル／m3 から３６５米ドル／m3 に、７月には２６０米ドル／m3

に下落すると見込まれている。 

 

４５．２００９年の失業者予測（２４日） 

 

 エコシュタットは、２００９年の新たな失業者数は１０万５０００人にも上

り、その６０％は受注減によるものとの予測を述べた。また、同機関では、失

業者がもっと多く出る業種は建設業、自動車産業、小売業のような労働集約型

産業で、自動車産業では１万２０００人、建設業では１万人もの失業者がでる

と予測している。 
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４６．中銀による税制改正案の評価（２６日） 

 

 ２６日、中銀関係者は、現在政府が計画している税制改正案は、長期的な成

長可能性を大きくするものである一方、短期的な成長可能性は大きくしないも

のだと述べた。 

 中銀のコバーチ副調査部長は、今回の税制改正は正しい方向ではあるものの、

その結果としての新たな成長は２０１１年以降に実現するもので、政府歳出の

削減及び消費サイドでの税負担の拡大から短期的には望ましい効果は得られな

いと述べた。 

 中銀の財政赤字予測は、２００９年は２０００億フォリントの歳出削減を見

込んで－２．９％としているが、２０１０年は３３００億フォリントの歳出削

減を見込んでもやや増加し、－３．３％になるとしている。ただし、今回政府

が発表した５５００億フォリントの歳出削減が２０１０年に達成できれば、同

年の財政赤字は－３．０％になると予測している。 

 また、物価上昇率への影響に関し、今回の税制改正は２００９年に物価上昇

率を１．１％、２０１０年には０．７～０．８％押し上げると予測している。 

 

４７．中銀による国内投資予測：＜０９年：－７．０％（y/y）＞（２５日） 

 

 ２５日、中銀のキラーイ副総裁は、会合にて２００９年の国内投資は対前年

比で７％落ち込むとの予測を述べた。特に一般家庭による投資が５％落ち込む

と見込んでいる。 

 

４８．中銀による物価上昇率予測：＜０９年：３．７％（y/y）＞（２５日） 

 

 中銀は、２００９年の物価上昇率に関し、当初予測の３．１～３．４％から

３．７％に引き上げた。また、２０１０年に関しても、当初予測の１．５～１．

９％から２．８％に引き上げた。この予測は、外需や銀行による融資活動の改

善がしばらくは見込めず、改善が見えるのは２０１０年になってからになると

いう仮定に立って行ったもの。また、先般発表された税制改正も考慮に入れて

いる。 
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４９．ジャビリ・サーキット社による従業員一部解雇（２５日） 

 

 電子製品の受託加工事業を行っているアメリカ系のジャビリ・サーキット社

は、受注減を理由にティサウイバーロシュ市にある同社工場から従業員９００

名を解雇することを決めた。この解雇により、正社員及び契約社員の双方が影

響を受ける（現在では、合計４０００名以上の従業員が勤務）。 

 

５０．雇用支援策の効果（２６日） 

 

 ２６日、セーケイ社会問題・労働省専門次官は、２５日に閣議で承認された

３００億フォリント規模の雇用維持パッケージにより５万人の労働者解雇を防

げる、と述べた（２００億フォリントが中小企業、１００億フォリントが大企

業向け）。 

 金融危機の影響を受けている企業は、週５日の労働日のうち、５日目の労働

に対する賃金総額相当の補助金を申請できる。ただし、対象となる従業員数は

２万５０００名まで。しかし、当該補助金には、①過去２年間にいかなる解雇

を行っていない、②補助金対象となる従業員は週１回訓練プログラムに参加し

なければならない、との要件がある。 

 

５１．ジュルチャーニ首相による中東欧諸国支援パッケージの提案（２７日） 

 

 ２７日、ジュルチャーニ首相は、プレスからの取材に応じ、金融危機の影響

を受けている東欧諸国や銀行、企業を支援するための総額１８００億ユーロの

パッケージを欧州委に提案したいとの意向を述べた。 

 同首相は、東欧地域のリスクを小さくしなければならず、そのためにＥＵが

主導的な役割を果たさなければならないとした上で、「欧州安定化及び統合プロ

グラム」として以下の内容を３月１日の欧州理事会で提案したいと述べた。 

（１）政府に対する短期的な資金供給、銀行における自己資本の拡大や企業に

おける資金流動性向上への支援。対象をチェコ、ハンガリー、ポーランド、ク

ロアチアなどＥＵ未加盟国も含めて計１２カ国とする。 

（２）為替リスクの低減を目的としたユーロ導入プロセスの加速化（ＥＲＭ－

ＩＩの期間短縮） 

（３）欧州中銀やＩＭＦによる信用枠の設定や通貨スワップを通じての合計４

００億～６００億ユーロの流動資金の供給 

 なお、同首相は、併せて、①既にハンガリーはＩＭＦなどからスタンドバイ・
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ローンによる支援を受けているためこれらのツールは利用しないが、他の国も

同様のツールが利用可能となるよう措置を講じなければならない、②今回の提

案は、東欧諸国の金融システム支援に向けたＥＵイニシアティブに関するオー

ストリアの要請や危機管理向けのＩＭＦ資金を５０００億米ドルにまで拡大さ

せたいとする欧州首脳の提案に沿ったもの、と述べた。 

 

５２．失業率＜８．４％：０８年１１月－０９年１月＞（２７日） 

 

 ０８年１１月から０９年１月までの失業率は前年同期比８．４％の上昇と前

の３ヶ月から０.４％上昇し、現在の算定方法にて算定を始めた２００１年以来

の最高値を記録した。前回発表から引き続いて経済危機の影響が労働市場に影

響を与えており、この影響はしばらく続くものと市場関係者は見ている。失業

者数は、前の３ヶ月間と比較して１３,７００人増加し、全体で３５万８００人

となった。 
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ⅣⅣⅣⅣ．．．．そそそそ        のののの 他他他他    

 

《《《《２２２２月月月月のののの選挙選挙選挙選挙・・・・支持政党支持政党支持政党支持政党にににに関関関関するするするする世論調査世論調査世論調査世論調査》》》》（注）    

 

（１）支持政党の変遷（投票に確実に行くと回答し、いずれかの政党を選択し

た者の支持政党） 

                      （１２月） （１月） （２月） 

（与党）           

 社会党（MSZP)：                           ３２％、 ２８％、 ２７％ 

（野党） 

 フィデス－ハンガリー市民連盟（Fidesz):      ５７％、 ６１％、 ６１％ 

 自由民主連盟（SZDSZ):                        ２％、  ２％、  ２％ 

 ハンガリー民主フォーラム（MDF):       ３％、  ２％、  ３％ 

 キリスト教民主国民党（KDNP):            １％、  １％ 、  １％ 

（非国会政党） 

 ハンガリー正義・生活党（MIEP)：       ０％、  １％、  １％ 

 ヨッビク－ハンガリーのために：        ３％、  ４％、  ３％ 

 その他政党：                 ３％、  ３％、  ３％ 

（２）質問事項：仮に今週日曜日に総選挙があるとすればどの党に投票するか

（質問者全員よりの回答）。                     

（与党）  

社会党（MSZP)           ：１７％                 

（野党） 

 フィデス－ハンガリー市民連盟（Fidesz)：３３％  

 自由民主連盟（SZDSZ)         ：２％  

 ハンガリー民主フォーラム（MDF)    ：２％         

 キリスト教民主国民党（KDNP)     ：０％ 

（非国会政党） 

 ハンガリー正義・生活党（MIEP)    ：１％ 

 ヨッビク－ハンガリーのために     ：２％ 

 その他政党：             ：３％ 

 わからない、投票しない        ：４０％ 
 
 （注）ソンダ・イプソス社調べ（２月１７－２４日データ収集、サンプル数：１５００人）。
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《《《《２００２００２００２００９９９９年年年年２２２２月月月月のののの出来事出来事出来事出来事》》》》    

    

日 内政 日 外政 

１ 

７ 

 

１０ 

 

１１ 

 

 

 

１２ 

 

 

 

１３ 

 

 

 

１６ 

 

１７ 

 

 

２３ 

 

 

 

２４ 

 

 

 

 

２５ 

 

 

２８ 

・ミシュコルツ警察本部長の解任取消。 

・ヴェスプレームにてルーマニア人ハン

ドボール選手が刺殺される。 

・ジュルチャーニ首相、マジャル・ヒー

ルラップ紙のボイコット呼びかけ。 

・ショーヨム大統領、オルバーン・フィ

デス党首と会談。 

・ショーヨム大統領、シモル中銀総裁と

会談。 

・トッレル国会議員（社会党）が意識不

明状態により議員職を失うことが確定、４

ヶ月以内にバラニャ県にて補欠選挙を実

施。 

・ショーヨム大統領、ジュルチャーニ首

相らと会談。 

・マジャル・ヒールラップ紙のボイコッ

トに反対するデモが開催される。 

・ジュルチャーニ首相、税制・社会保険

制度改革を発表。 

・タシュナーディ・ペーチ市長逝去に伴

う市長選が５月１０日に実施されること

が決定。 

・フィデス・ＫＤＮＰ及び国民提起によ

る国会決議案が否決される。 

・タタールセントジュルジにて、ロマ人

住居が放火され、父子が殺害される。 

・シリ国会議長がペーチ市長選出馬を表

明。 

・ショーヨム大統領、ドラシュコヴィチ

司法・法執行相にロマ人父子殺害事件につ

き状況説明を要請。 

・ジュルチャーニ首相、警察に総額１４

０億フォリントの予算追配と１８００名

の増員を発表。 

・社会党が欧州議会選挙候補者リストを

決定。候補第１位にゲンツ外相。 

２ 

  

 

 

 

 

５ 

  

７－ 

 ８ 

９ 

 

 

１０ 

 

 

１２ 

 

 

１７ 

 

 

１９ 

 

 

 

２５ 

 

 

 

２７ 

 

 

・予定されていたハンガリー、スロバキア

両国会人権委員会協議が、ハンガリー側の

議題変更を拒むスロバキア側の意向のため

直前に中止。 

・バセスク大統領、当国訪問。ショーヨム

大統領らと少数民族問題などにつき協議。 

・ゲンツ外相、オランダ訪問。フェルハー

ヘン外相らとＥＵ拡大等につき協議。 

・セケレシュ国防相、ミュンヘン安全保障

会議に参加。 

・イェレミッチ・セルビア外相、当国訪問。

ゲンツ外相らと査証免除問題等につき協

議。 

・バシャ・アルバニア外相、当国訪問。ゲ

ンツ外相とＮＡＴＯ、ＥＵ加盟問題等につ

き協議。 

・シュピンデルエッガー・オーストリア外

相、当国訪問。ゲンツ外相と両国環境問題

などにつき協議。 

・ライチャーク・新スロバキア外相、当国

訪問。少数民族問題等につきゲンツ外相等

と協議。 

・セケレシュ国防相、ＮＡＴＯ国防相会談

（クラクフ）にて、8 月アフガニスタン大

統領選挙の安全確保のため４０名の増派を

発表。 

・ヴィシェグラードでハンガリー、スロバ

キア両国会外交委員会協議開催。両国間懸

案事項につき、今後も毎年会合を行うこと

で合意。 

・オルバーン・フィデス党首、ドイツ訪問。

メルケル独首相とＥＵによる中・東欧支援

策につき協議。 
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Embassy of Japan in Hungary

1125 Budapest Zalai ut 7. Hungary
TEL :+36-(06)-1-398-3100

E - Mail 

政務関係政務関係政務関係政務関係 ：：：： political@japanembassy.hu 

E - Mail 

経済関係経済関係経済関係経済関係 ：：：： economic@japanembassy.hu 

E - Mail 

広報文化関係広報文化関係広報文化関係広報文化関係：：：： culture@japanembassy.hu 

E - Mail 

領事関係領事関係領事関係領事関係 ：：：： consul@japanembassy.hu 


